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Abstract 
This paper aims to marshal the flow of Japan’s postwar education policy. The subject covered in this study is education 
policies of the national government in order to understand about the flow of education policies which control overall 
education system in Japan. The result shows that GHQ democratized Japan and pushed education reform with democracy and 
liberalism to abolish militarism in the immediate postwar period. This was the most important democratization policy for 
GHQ. The policy maker was GHQ without relation to some political parties. Afterwards, the policy maker was replaced by 
the Liberal Democratic Party in Yoshida, Hatoyama and Kishi cabinet. And Education policy was to defuse the conflict 
between the teacher’s union and the Liberal Democratic Party. These mean that Education became political issue in the 
period from the end of World War II to 1950s. 
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 以上のことから、本稿が志向する政策研究において基礎的情報となり得る、次の 3 つの視点から整
理を試みる。第 1 に、政策形成の主体である。政策形成は誰が行うのか、誰の影響力が強いのか、さ
らには、政策形成主体の意図や思惑、政策形成主体をめぐる利害関係などについて焦点をあてる。第


























































1946年 3月 5日は、米国教育使節団が来日し日本国内視察も行い、1946年 3月 30日に報告書をま
とめた １２。報告書では、従来のわが国の教育上の問題点を鋭く指摘、批判し、民主主義、自由主義の


























































月 28日案）」として教育刷新委員会第 25回総会で承認され、教育基本法案が 1947年 3月 4日に閣議































 第 3次吉田茂内閣の頃から ２９、日教組との対立が深くなった。サンフランシスコ講和条約の締結や
選挙における日教組の集票力の強さが要因である。そのため、自民党による日教組対策が行われてい
く。 
1950年 6月 25日に朝鮮戦争が勃発する。また 1951年 9月 8日にサンフランシスコ講和条約の単独
講和として締結し（1952 年 4 月 28 日発効）と日米安全保障条約を締結した。朝鮮戦争を契機に GHQ
の要請で 1950年 8月 10日に警察予備隊が創設され、1952年 10月 15日に保安隊、1954年 7月 1日に
自衛隊へと改編されていった。こうした政治の動きに対して、日教組の活動は政治性を強め、平和、
基地反対、全面講和など体制との対決姿勢を鮮明にしたのである。それと共に、日教組は選挙で強さ
を見せた ３０。そのため、1946 年 1 月 13 日より学者が文部大臣を歴任してきたが ３１、吉田茂内閣の
1952年 8月 12日には政治家である岡野清豪が（在職期間：1952年 8月 12日〜1953年 5月 21日）、







年 6月 13日に施行された。 
















かになった。平成 9年から平成 20年の間で懲戒処分が 10件を超えたことは 1回だけであった ３６。 
 







































げ、 教育委員会制度の改廃を緊急政策とした ４３。1956年 6月、第 3次鳩山内閣において、地方公共
団体における教育行政と一般行政との調和、教育の政治的中立と教育行政の安定の確保とともに、国・










承認権や地方教育行政の是正措置要求権など設定 ４７、といった 3つの修正・変更が行われた ４８。 
 













































































































１２ 紙幅に限りがあるため、団員をすべて示すことができないが、団長は心理学者のジョージ・D・ストッダード（George D. 




























                                                                                                                                                              
２９ 吉田茂内閣の在職期間を改めて確認しておく。第 1次：1946年 5月 22日～1947年 5月 24日、第 2次：1948年 10月 15
日～1949年 2月 16日、第 3次：1949年 2月 16日～1952年 10月 30日、第 4次：1952年 10月 30日～1953年 5月 21日、













３７ 鳩山一郎内閣について。第 1次：1954年 12月 10日～1955年 3月 19日、第 2次：1955年 3月 19日～1955年 11月 22





















４９ 岸信介内閣について。第 1次：1957年 2月 25日～1958年 6月 12日、第 2次：1958年 6月 12日～1960年 7月 19日 
５０ 山崎政人、前掲書、24-31頁参照。 
５１ GHQと日本政府（または文部省）との関係の評価は慎重な検討を要するが、例えば、教育刷新委員会は占領期間全期にわ
たって、アメリカ側が文部省を使って教育改革を行うために、きわめて重要な役割を果たしたという指摘がある。杉原誠四郎、
前掲書、87頁参照。 
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